
「独立行政法人国立がん研究センター契約監視委員会」の審議概要について

【問い合わせ先】

独立行政法人国立がん研究センター

監 査 室(契約監視委員会事務局)

電 話 03-3542-2511(内線2148)

第 1回独立行政法人国立がん研究センター契約監視委員会が、平成 23年 4月 19日 (火)に、

国立がん研究センターにおいて開催されましたので、その審議概要についてお知らせします。

「独立行政法人の契約状況の点検口見直しについて」 (平成21年 11月 17日 閣議決定)に基

づき、外部有識者及び監事で構成する 「契約監視委員会」 ぐ平成23年 3月 25日 設置)に おい

て、閣議決定3,(1)並 びに閣議決定3.(2)に かかる契約について、点検、見直しの審議

を行うこととした。

第 1回 独立行政法人がん研究センターがん研究センター契約監視委員会 (概 要)

O開 催日及び場所 平 成23年 4月 19日 (火)国 ,立がん研究センタ
ー第4会議室

O出 席者

口委員(敬称略) 長 崎 武 彦 (監 事  ※ 委員会委員長)

久道  茂 (監 事 )※ 今回は欠席

林 哲 治郎 (株式会社ワイス
｀
予―デルコーホ

°
レーション取締役)

加藤 ― 郎 (弁護士)

小林  広 (監査室長 ※ 委員会事務局)

日契約担当者   財 務経理部長、事務長、財務経理課長、調達企画室長、調達第 1班長、

契約班長

O審 議対象

「独立行政法人の契約状況の点検 ・見直しについて」 (平成21年 11月 17日 閣議決定)に

おける閣議決定3!(1)及 び3.(2)

※ 閣議決定3.(1)と は、平成20年度に締結した競争性のない随意契約及び
一者応札 ・応

募となつた契約並びに平成20年度末時点で継続している19年度以前に締結された複数年契

約で競争性のない随意契約及び一者応札 口応募となつた契約をいう。

(今回は、平成20年度を平成22年度に、平成19年度を平成21年度にそれぞれ読み換えるものとする)

※ 閣 議決定3.(2)と は、平成21年度末までに契約締結が予定されている前回競争性のな

い随意契約及び前回一者応札コ応募となつた調達案件並びに平成21年度末までに契約締結

が予定されている新規調達条件をいう。

(今回は、平成21年度を平成22年度に、読み換えるものとする)
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O審 議概要

1)契 約にかかる各種規程、要綱等について、以下の確認及び指摘を行つた。

・契約事務取扱細則第4条5項における四半期毎の支払額報告がなされていないので、実施す

ること。

日同第42条1項におけるホームページヘの公表がなされていないので、実施することも

日契約事務取扱細則に定められる各事項について確認。予定価格の設定方法、仕様書の決定

方法、機種の選定方法等を確認し、これらは規程どおり実施されていることを確認した。

口契約審査委員会運営要綱第3条2項には、審査会は原則として毎月2回程度開催するとある

が実際の開催は不定期となうているので、実態に合わせる形へ改正すること。

2)契 約審査委員会 (以下、 「委員会」という)の 審議状況について

い委員会での見直しにより、改善した例は随意契約から企画公募型人の変更が 1例 あつた。

・委員会は、契約内容を審議検討し適正 口妥当性を理事長へ報告する会議であるが、契約方

法とその理由付け、適正な価格の審議及び、1者応札について、契約の入口である当会議

において、審議をより重点的に実施することが望まれる。

日特に年度末には多数の契約が審議対象となることが見込まれるので、充実した審議が行え

るよう、審議案件の事前説明の機会の確保等により審議の合理化、工夫を図る必要がある

と思料される。また、委員会議事録にその審議内容を明確に記録しておくことが望まれる。

3)平 成22年度随意契約の妥当性について (個別確認)

・事前提出資料により、平成22年度随意契約件数延べ63件について確認した。

日予定価格の公表については、契約事務取扱細則42条6項に規定があり、「他の契約の予定価

格を類推されるおそれがないもの、又は、センターの事務もしくは業務に支障を生じる恐

れがないと認められるものに限」り、「公表しなければならに」とされているが、同規定

の取扱にあたつては、事務や業務の支障や都合は限定的に考慮すべきであり、契約手続の

透明性を担保するため、できる限り公表するとの扱いとすることが望ましい。

日随意契約の一類型である複数社が応募する公募型企画競争の案件にういては、価格、企画

内容等による総合的な判断が必要とされることから、総合評価方式による
一般競争入札も

選択肢の一つとして、よりよき契約方法を選択すべきである。

中平成22年度の支払額の報告は、平成23年度の契約審査委員会に報告すること。

日当センタTと して 「随意契約の指針」を作成しておくことが望ましい。

4)平 成22年度1者応札の妥当性について (個別確認)

日事前提出資料により、平成22年度1者応札件数延べ56件について確認した。

・契約内容から判断して1者しか応札して来ないことに疑間のあるものがある。個々の理由

はあるが、一般的に競争入札に団‖染むものは、競争原理が働くよう事前に工夫することが
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必要である。        |

5)そ の他

① 契 約監視委員会からの依頼事項

平成22年度の全体契約に対する各契約種別毎の件数と害じ合について、後日回答するこ

と。

② 契 約監視委員会の1開催時期

年度予算開始の6月及び、年度中間の10月頃並びに、次年度契約が多数発生する前の2

月頃に開催することとすると

以  上
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